
R02年国調 264,654 人

H27年国調 268,800 人  

増減率 -1.5 ％

R3.1.1 265,269 人 第１次 面積 41.72 K㎡

R2.1.1 266,349 人 人口密度 6,443 人
増減率 -0.4 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

39,295,806 29.1 35,881,183 65.0 第３次 山振 ×

448,493 0.3 448,493 0.8 離島 ×     （千円）     （千円）

50,046 0.0 50,046 0.1 過疎 × 134,997,521 101,997,569

212,041 0.2 212,041 0.4 半島 × 134,196,878 100,525,222

240,114 0.2 240,114 0.4 首都 × 800,643 1,472,347
5,565,264 4.1 5,565,264 10.1 近畿 〇 383,747 87,422

- - - - 中部 × 416,896 1,384,925

- - - - 市町村圏 × △ 968,029 637,921

11 0.0 11 0.0 構成比 超過課税分 特定農山村 × 739,306 396,145

- - - - 91.3 財政再建 × 163,400 94,300

77,123 0.1 77,123 0.1 91.3 指数表選定 〇 - - 
203,496 0.2 203,496 0.4 43.9 財源超過 × △ 65,323 1,128,366

322,997 0.2 322,997 0.6 1.1

12,040,133 8.9 11,487,623 20.8 36.1

11,487,623 8.5 11,487,623 20.8 1.9

552,510 0.4 - - 4.8

58,455,524 43.3 54,488,391 98.7 42.1

35,929 0.0 35,929 0.1 41.4

816,961 0.6 - 0.0 1.0

881,846 0.7 449,536 0.8 0.0
527,491 0.4 6,985 0.0 1.0

56,051,669 41.5 - 0.0 4.3

53,004 0.0 53,004 0.1 - 

8,041,067 6.0 - - - 議員公務災害 × し尿処理 × R1.8.1

497,382 0.4 84,594 0.2 - 非常勤公務災害 × ごみ処理 ○ R1.8.1

214,034 0.2 - - 8.7 退職手当 × 火葬場 〇 R1.8.1

166,991 0.1 - - 8.7 事務機共同 × 常備消防 × H7.7.1

1,472,347 1.1 - - 0.0 税務事務 × 小学校 × H7.7.1

1,129,955 0.8 63,937 0.1 - 老人福祉 × 中学校 × H7.7.1

6,653,321 4.9 - - 8.7 伝染病 × その他 〇

- 0.0 - - - 
- 0.0 - - - 

4,099,423 3.0 - - - 
134,997,521 100.0 55,182,376 100.0 100.0

33,547,148 31,749,687

45,057,790 43,366,225

42,918,534 40,889,499

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 58,505,580 57,032,209

18,095,890 13.5 16,585,090 492,269 0.74 0.75

12,556,789 9.4 11,616,623 6,712,478 0.7 2.4

39,264,963 29.3 10,962,281 25,313,882 94.3 96.0

8,699,029 6.5 8,680,487 8,579,449 12.6 13.6

元利償還金 8,697,134 6.5 8,678,592 169,106 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 1,895 0.0 1,895 125,339 連結実質赤字比率（％） - - 

66,059,882 49.2 36,227,858 1,410,273 実質公債費比率（％） 4.1 5.1

10,973,924 8.2 8,417,462 6,335,868 将来負担比率（％） 3.3 10.0

448,634 0.3 441,526 2,582,709 財調 6,975,659 6,236,353

38,084,365 28.4 10,681,612 7,399,575 減債 - - 

838,798 0.6 558,473 30,716 特定目的 2,818,497 2,413,577

11,141,037 8.3 8,929,450 8,680,487 95,616,606 97,209,209

1,311,217 1.0 759,740 - 74,179,393 74,362,404
930,989 0.7 630,855 - 物件等購入 - - 

- - - 67,832,151 保証・補償 - - 

5,246,830 3.9 1,743,648 1,076,999 その他 11,136,060 10,125,619

364,434 0.3 364,434 千円 583,663 実質的なもの - - 

普通建設事業費 5,098,181 3.8 1,712,932 37,154 201,513 171,341

　うち補助 1,761,014 1.3 57,143 100.6 ％ % 57,694 - - 

　うち単独 3,337,167 2.5 1,655,789 合  計 98.9：97.6 99.3：97.9

災害復旧事業費 148,649 - 30,716

失業対策事業費 - - - 

134,196,878 100.0 67,832,151 千円
保険給付費 336

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

※住民基本台帳法の改正により、住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

令和２年度 人　口

産 業 構 造

指定団体等
の指定状況

都道府県名

0.9

団体名

市町村類型区分 ２７年国調 ２２年国調 中核市

27 2124

決 算 状 況
住民基本
台帳人口

983 1,004

0.9
 地方交付税種地 1-6

大阪府 八尾市

                        歳  入  の  状  況 （単位　千円・％）
31,799 33,485
30.3 31.2

区　分

収
 
支
 
状
 
況

区　分地方税 72,173 72,718

株式等譲渡所得割交付金 歳入歳出差引
地方消費税交付金

令和２年度 令和元年度

地方譲与税 68.8 67.8

翌年度に繰越すべき財源　

ゴルフ場利用税交付金 実質収支

特別地方消費税交付金 単年度収支

利子割交付金 歳入総額

配当割交付金 歳出総額

   市  町  村  税  の  状  況

自動車取得税交付金 区　分 収入済額 積立金

軽油引取税交付金 普通税 35,879,412 542,036 繰上償還金

自動車税環境性能割交付金 法定普通税 35,879,412 542,036 積立金取崩し額
法人事業税交付金 　市町村民税 17,259,085 542,036 実質単年度収支

地方特例交付金 　　　個人均等割 432,857 - 
区　分 職員数（人）地方交付税 　　　所得割 14,191,013 - 

　普通交付税 　　　法人均等割 738,089 - 

　特別交付税 　　　法人税割 1,897,126 542,036
一
般
職
員
等

一般職員 1,692

（一般財源計） 固定資産税 16,554,505 - 　うち消防職員 260

交通安全対策特別交付金 　うち純固定資産税 16,276,909 - 　うち技能労務員 269

分担金・負担金 軽自動車税 389,826 - 教育公務員 29

使用料 　うち環境性能割 16,485 - 臨時職員 - 
手数料 　うち種別割 373,341 - 合　計 1,721

一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)国有提供交付金 鉱産税 - - 

国庫支出金 市町村たばこ税 1,675,996 - 
一部事務組合加入の状況

- - 市区町村長 1

定　数 適用開始年月日特別職等

7,070

財産収入 法定外普通税 - - 副市区町村長 2 6,960

都道府県支出金 特別土地保有税

1 7,000

寄附金 目的税 3,416,394 - 教育長 1

1,771 - 議会副議長 1

6,545

繰入金 法定目的税 3,416,394 - 議会議長

6,500

諸収入 　　　事業所税 - - 議会議員 26 6,100

繰越金 　　　入湯税

地方債 　　　都市計画税 3,414,623 - 

　うち臨時財政対策債 旧法による税 - - 
区　分 令和２年度(千円単位) 令和元年度（単位千円）

歳 入 合 計 合　計 39,295,806 542,036 

基準財政収入額
性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％） 基準財政需要額

標準税収入額等

区　分 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　分 決算額(A) 構成比 (A)のうち普通建設事業費 標準財政規模

人件費 16,413,934 27.7 議会費 492,470 0.4 - 財政力指数 

  うち職員給 - - 総務費 35,089,603 26.1 122,156 実質収支比率（％）

扶助費 10,878,484 18.4 民生費 55,989,163 41.7 540,242 経常一般財源等比率（％）

健
全
化
判
断

比
率

公債費 8,517,049 14.4 衛生費 10,485,101 7.8

41,962

335,750 公債費負担比率（％）

内
訳

8,515,154 14.4 労働費 184,888 0.1 5,431

60.4 商工費 1,701,076 1.3

1,895 0.0 農林水産業費 140,969 0.1

- 

物件費 7,360,767 12.4 土木費 8,079,620 6.0 2,180,261

（義務的経費計） 35,809,467

維持補修費 441,058 0.7 消防費 2,770,743 2.1 202,701 積
立
金

現
在
高

補助費等 7,978,121 13.5 教育費 10,415,567 7.8 1,669,678

　うち一部組合負担金 508,337 0.9 災害復旧費 148,649 0.1 - 

繰出金 7,546,132 12.7 公債費 8,699,029 6.5 - 地方債現在高

積立金 - - 諸支出金 - - - うち公的資金
投資・出資金・貸付金 530,855 0.9 前年度繰上充用金 - - - 

債

務

負

担

行

為

額

（
支

出

予

定

額

）

前年度繰上充用金 歳　出　合　計 134,196,878 100.0 5,098,181

投資的経費 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 合計 17,718,928 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

　うち人件費 59,666,400 下水道 4,271,456 再差引収支

内
 
 
訳

経　常　収　支　比　率 病院 1,824,296 加入世帯数(世帯） 収益事業収入

108.1 上水道 482,139 被保険者数（人） 土地開発基金現在高

市町村民税
　現年分：計 99.0：97.8

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策債
除く）

介護サービス 0

被保険
者一人
当り

保険税（料）収入額 95

99.2：97.8歳　入　一　般　財　源　等 その他 7,703,988
国庫支出金 5

99.4：97.8

歳 出 合 計 68,632,794 純固定資産税
　現年分：計 98.8：97.3

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

現
年
：
計

徴
収
率
　
％

国民健康保険 3,437,049

　うち減収補てん債特例分 　　　水利地益税等 - - 

    （単位　千円・％）

　うち猶予特例債 法定外目的税 - - 


